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研究成果の概要（和文）：地球環境ガバナンスにかかる構成要素をいかなる行為主体や

行為主体のネットワークが充足しているかという観点から、問題解決を進めるうえ

で有効な行為主体とネットワークの配置を評価する手法を開発した。この視点から気

候変動レジームを分析すると、既存研究から導かれる理論仮説とは異なる行為主体の配置の効

果が、ガバナンス構成要素によっては導かれた。適切なステークホルダーとその組み合わせを

適切なガバナンスの段階に配置することが、効果的な将来気候変動ガバナンスに必定であるこ

とが分かった。 
 
研究成果の概要（英文）：This research project developed a framework of analysis for 
evaluating effective actor configuration and its network for global environmental problem 
solving by focusing on governance components and multiple of actors. Analyzing climate 
change governance from this perspective, the result showed that effective configuration 
of actors are sometimes different from the hypotheses that we drew upon from existing 
literature. It was concluded that effective configuration of actors in the right 
governance component is a key for the development of future governance architecture on 
climate change. 
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１．研究開始当初の背景 
環境ガバナンスの有効性分析は、コヘイ

ンら（Robert O. Keohane, Peter M Haas, and 
Marc A. Levy eds. Institutions for the 
Earth: Sources of Effective 
International Environmental Protection, 
MIT Press, 1993）やヤングら（Oran R. Young 
ed. The Effectiveness of International 

Environmental Regimes: Causal 
Connections and Behavioral mechanisms, 
MIT Press, 1999）によって 1990年代にな
って研究の先鞭がつけられた。越境性の環
境問題や地球規模の環境問題が深刻さを増
す中、冷戦の終焉という国際政治上の大き
な変化とあいまって、1992年の国連環境開
発会議（UNCED）を一つの頂点として環境問
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題解決へ向けた国際政治上の大きなうねり
が生じる中で、果たして 1960年代から充実
の度を増してきた環境問題に関する国際協
力の制度枠組みの効果とはどのようなもの
であったのかを検討することが大きな課題
であった。こうした研究基盤の上に立って
さらに展開されたのが、一方でヤングらに
よる fit、interplay、scale という 3つの
分析枠組みによって国際制度の効果を分析
するアプローチの提示であった（Oran R. 
Young The Institutional Dimensions of 
Environmental Change: Fit, Interplay, 
and Scale, MIT Press, 2002）。地球生物理
的（biogeophysical）とヤングが呼ぶとこ
ろの、いわゆる「自然科学的」現象と社会
制度との乖離に注目してその原因を探る
fit、社会制度相互間のオーバーラップや乖
離に焦点を当てた interplay、国際レベル
から地方レベルに連なる重層的制度と問題
の規模との相互作用に着目した scaleとい
う 3つのアプローチは、環境変化に関する
国 際 的 学 術 プ ロ グ ラ ム IHDP
（ International Human Dimensions 
Programme on Global Environmental 
Change）の主要プログラムの一つとして、
国際制度の効果にかかる国際学術研究に大
きな影響を及ぼした。その結果として 2006
年に開催された統合会議（ synthesis 
conference ） で は 、 さ ら に 因 果 関係
（ causality ）、 パ フ ォ ー マ ン ス
（performance）、デザイン(design)を巡る
分析方法論の確立へむけた課題が提示され
た。 
他方環境問題解決へ向けた効果の分析は、

環境ガバナンスへの注目という形で、制度
よりもむしろ行為主体に重点を置いた形で
も進捗している。この点では、多様な研究
者が、非政府組織（NGO）や産業界、科学者
などの環境問題解決へ向けた影響力の分析
を重ねてきている(例えば Bas Arts The 
Political Influence of Global NGOs: Case 
Studies on the Climate and Biodiversity 
Conventions, International Books, 1998, 
David L. Vevy and Peter J. Newell eds., 
The Business of Global Environmental 
Governance, MIT Press, 2005)。 
その文脈にのっとり、申請者も 2000年ご

ろから Peter M. Haas教授らとの共同研究
において、問題解決指向の分析手法の開発
に取り組んできた（Norichika Kanie and 
Peter M. Haas eds. Emerging Forces in 
Environmental Governance, UNU Press, 
2004）。そこでは、アジェンダ設定、国際交
渉、能力構築（キャパシティ・ビルディン
グ）、モニタリング、政策履行といったよう
な、環境ガバナンスにかかる様々な機能に
着目し、それらの機能を充足（perform）す

る行為主体の性格や指向性が、環境ガバナ
ンスや国際制度の有効性に大きな関連性が
ある可能性を指摘した。 
 
２．研究の目的 
本研究は既存研究の基盤の上に立ち、環

境ガバナンスの有効性を計測する手法とし
て、ガバナンスの諸構成要素を同定する。
また、行為主体及び行為主体のネットワー
クの配置状況がガバナンス構成要素の中で
どのようになっているかを検討することに
より、最適な行為主体の配置がいかなるも
のであるか、どのような行為主体の構成で
あるか、といった課題について実証的に同
定することを目的とする。また、これらの
研究成果を気候変動問題に適用する。 
 

３．研究の方法 
 本研究は 3年度にわたる研究であり、基
本的に本研究計画に関しては申請者が一人
で推進するものではあるが、海外の 2人の
研究者と共同で研究を推進することにより、
全体としてシナジー効果が生み出されるこ
とを意図している。すなわち、分析枠組の
構築に関しては、米国マサチューセッツ大
学政治学大学院の Peter M. Haas 教授及び、
ノルウェーのナンセン研究所上席研究員兼
オスロ大学政治学部の Steinar Andersen
博士と共同で研究を推進する。他方枠組の
事例への適用に関しては、申請者、Haas教
授及び Andersen博士のほか、国際的に著名
な研究者との共同研究により、気候変動の
他多様な地球環境問題領域を検討し、最終
年度にそれらの具体的検討の成果を持ち寄
る形で、環境ガバナンスのあり方全般への
教訓を導き出すとともに、事例研究への適
用の教訓を分析方法論に還元することによ
り、方法論の確立した。 
 
４．研究成果 
本研究では、地球環境ガバナンスにか

かる諸構成要素をいかなる行為主体や
行為主体のネットワークが充足してい
るかという観点から、地球環境ガバナン
スの問題解決を進めるうえで有効な行
為主体とネットワークの配置を評価す
る手法を開発した。すなわち、アジェン
ダ設定、交渉、政策履行、実行、頑強性
という要素を「ガバナンスの構成要素」
として同定するとともに、これらの構成
要素の中で行為主体及び行為主体のネ
ットワークがいかにレジームの効果に
結びついているかというアプローチを
提示した。他方、行為主体に関しては、
国家、国際機関、科学者及びそのネット
ワーク、NGO、ビジネス及び産業界とい
う行為主体にかかる既存研究分析から、



それぞれの環境ガバナンスにおける性
格的特徴を導き、これによって効果的な
パフォーマンスのための仮説を導いた。 

この仮説の検証は、ケース研究によって、
海外の研究協力者と共に進め、これまでの環
境ガバナンスにおいて、アジェンダ設定、交
渉、履行、制度の頑強性といった諸々の構成
要素で、どのような行為主体や行為主体の結
合、あるいはネットワークが、どのような効
果を生んでいるのかに関しての研究をまと
めた。書籍の中では、アジェンダ設定に関し
て、Stacy van deveer教授、交渉に関しては
Pamela Chasek 教授、実行に関しては Olav 
Stokke 教授、政策履行に関しては Jose 
Puppim de Oliveira研究員、頑強性に関して
は Casey Stevens博士、そしてそれらのまと
めとして、事業担当者及び Peter Haas教授、
Steinar Andresen博士が中心となって、研究
成果をまとめた。 
使用されたケース研究は、オゾン層保護レ

ジーム、欧州越境大気汚染レジーム、砂漠化
保護レジーム、生物多様性レジーム、廃棄物
管理に関するレジーム、バルト海管理レジー
ム等多岐にわたる。これらのケース研究を通
じ、効果的な行為主体及び行為主体の組み合
わせをガバナンス構成要素ごとにまとめた。 

当初想定していた仮説と異なり、実際には
アジェンダ設定には国家、特にリーダー国の
役割が大きいこと、また、科学のネットワー
クの重要性が指摘された。交渉段階では、リ
ーダー国の役割と共に、推進は NGOとの連携
が効果的であることが分かった。逆に履行段
階では、既存研究から導き出された仮説が証
明される形となった。また、すべての構成要
素を通じ、ネットワークの構築が問題解決に
重要な役割を演じていることなどが明らか
となった。 

これらの視点から気候変動レジームを分
析すると、アジェンダ設定段階では、科学者
がネットワーク化されていない段階でアジ
ェンダ設定が進んだこと、リーダー国が不在
だったことなどが、その後の展開に大きな影
響を及ぼしたことが明らかとなった。これに
より、包括的取組が必要にもかかわらず、気
候変動解決のためにはこの問題と密接な関
係にあるエネルギー問題が科学的に認識さ
れることなく検討されていったことが、一方
で課題の認識という意味では効果を発揮し
たものの、他方、課題解決へむけてはマイナ
スに展開したことが分かった。 
これは、政策実行段階においても、重要

な行為主体がレジームに取り込まれないと
いう現象を生み出し、それが現在の気候変
動レジームの分散化にもつながっているこ
とが分かった。例えば 2005年 7月には「ク
リーンな開発と気候に関するアジア太平洋
パートナーシップ」が米、豪、日、韓、中、

印の 6カ国間で開始され、産業界と政府と
のパートナーシップのもとでの気候変動対
策が始まった。この動きは 2009年のコペン
ハーゲン会議後に収束し、他のプロセスに
移行しつつあるが、そのほかにも、多様な
行為主体が、いくつかの国家を巻き込みな
がら気候変動に関連する様々な国際イニシ
ャティブを開始している。例えばグローバ
ル・バイオエネルギー・パートナーシップ
や「再生可能エネルギー・エネルギー効率
パートナーシップ」(REEEP)といったものな
どであり、国連持続可能な開発委員会に登
録されている。こういった国際パートナー
シップ・イニシャティブ 319のうち、実に
25％が気候変動関連のものであるという
（2006年 2月 24日現在、 E/CN.17/2006/6）。 

こうしたステークホルダーをいかにレジ
ームに取り組んでいくかが今後の展開では
重要な課題となることが分かった。そのた
めには、アジェンダ設定段階からこうした
行為主体をプロセスに巻き込む必要がある
ことが分かった。 

研究結果は国際会議で発表し、コメント等
を受けて、英文書籍としての出版する（2013
年初頭出版予定）。また、本研究成果は、” 
Navigating the Anthropocene: Towards 
Effective Earth System Governance－A Call 
for Transformative Change”と題する共同
執筆論文（Science に掲載）の中で、環境ガ
バナンスにおけるネットワークが頑強なシ
ステムを生む点や、パートナーシップの重要
性の指摘という形で反映された。 
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